
 

 

 

 

 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知の拠点―

我が国の未来を拓く国立大学法人等施設の整備充実について 

～新たな価値を生み出すキャンパス環境の創造・発展～ 

平成２３年８月 

今後の国立大学法人等施設の整備充実に関する調査研究協力者会議 
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はじめに 

我が国の国立大学法人等（大学共同利用機関法人、独立行政法人国立高等専門学校

機構を含む。以下同じ。）は、高等教育、学術研究の進展に対応し、様々な時代の要

請に応えながら、社会の発展に寄与してきた。こうした国立大学法人等の施設は、創

造性豊かな人材養成、独創的・先端的な学術研究の推進など国立大学法人等の使命を

果たすための基盤であり、その施設の整備充実を図っていくことは、我が国の未来を

拓き、我が国を成長・発展へと導くものである。

このため文部科学省では、第２期科学技術基本計画（平成１３年３月閣議決定）を

受けて策定した「国立大学等施設緊急整備５か年計画」（平成１３～１７年度）及び

第３期科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）を受けて策定した「第２次国立

大学等施設緊急整備５か年計画」（平成１８～２２年度）（以下、第２次５か年計画と

いう。）に基づき、計画的・重点的に施設整備を支援してきた。 

第２次５か年計画では、教育研究基盤施設の再生（老朽再生整備及び狭隘解消整備）

や大学附属病院の再生整備を重点的に実施することで、安全・安心な教育研究環境が

確保されるなど、一定の成果が現れつつある。また、施設マネジメント等のシステム

改革に関しても、各法人において積極的な取組が進められ、教育研究の進展に大きな

効果が現れ始めたところである。 

しかしながら、国立大学法人等は、依然として耐震性に問題のある施設を含む膨大

な量の施設の老朽化、新たな教育研究ニーズによる施設の狭隘化、大学附属病院の医

療環境の充実など早急に対応すべき様々な課題を抱えている。今後、各法人において

一層の個性化・多様化が求められている中で、その施設の質的向上を図り、その価値

を高めていくことが必要となるが、十分な対応ができていない状況にある。 

また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、東北や関東地方の国立

大学法人等において、施設及び設備等の損壊やライフラインの途絶、電力供給力の減

少等による教育研究活動への影響など、広範かつ深刻な被害が生じたところであり、

総合的な防災対策の強化による教育・研究・診療活動の継続性確保の重要性が再認識

されたところである。 

これまでも本協力者会議は、国立大学法人等施設の整備充実に向けて様々な形で提

言を行い、適時、国や国立大学法人等に対して必要な対応方策の実行を求めてきたが、

平成２２年度が第２次５か年計画の最終年度であることを踏まえ、平成２１年８月に

は、同計画期間における取組状況を検証した上で、国立大学法人等施設を取り巻く現

状と課題や施設整備の在り方とともに、今後の中長期的な対応方策について検討し、

「中間まとめ」として報告した。また、平成２２年８月には、アンケート調査などに

よる第２次５か年計画の更なる検証や諸外国の状況調査の実施、「戦略的なキャンパ

スマスタープランの手引き」の作成などの検討を重ねるとともに、平成２３年度以降

の計画的・重点的な施設整備の方向性について具体的な内容を示し、「第二次中間ま

とめ」として報告した。 

その後、「第二次中間まとめ」を対象として広く国民から意見募集を実施するとと

もに、東日本大震災における被害を踏まえた新たな課題を検討し、平成２３年度から

５か年間の重点的な施設整備目標を取りまとめ、この度、報告することとした。 
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本報告は、第４期科学技術基本計画（平成２３年８月１９日閣議決定）に基づき、

今後の施設整備の方向性を示すとともに、国及び国立大学法人等が今後の施設の整備

充実に向けて一体的な取組を進めるための一助となることを意図している。 

このため、国は、本報告に示した対応方策を着実に実行するとともに、各国立大学

法人等においても、これらの対応方策を踏まえた主体的な取組を期待する。 

そして何より、国立大学法人等をはじめとした各方面の関係者に対して施設整備の

必要性が理解されるとともに、整備充実に向けた国民的な議論が喚起され、我が国の

国立大学法人等施設の整備充実が図られることにより、国立大学法人等がその使命を

十分に果たすことを切に願うものである。 

帯広畜産大学 京都大学 東京大学

米国 カリフォルニア工科大学 中国 華東政法学院米国 ワシントン大学

キャンパスは大学の顔― 
個性と魅力あふれるキャンパス環境は優れた研究者、学生を惹きつける 
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第１章 国立大学法人等施設の果たす役割 

１．国立大学法人等の使命・役割

地球規模の環境問題の深刻化、グローバル化に伴う国際競争の激化など我が国を取

り巻く世界の情勢は目まぐるしく変化している。また、東日本大震災からの復興、再

生の実現、少子高齢化や人口減少の進展等に伴う社会システムの変化など、我が国に

おいては様々な課題が山積している。

天然資源の乏しい我が国が一層の発展を遂げ、国際社会に貢献していく上でも、そ

の礎となるのは人づくりであり、教育である。教育の発展なくして我が国の持続的な

発展はない。

加えて、我が国が持続的な成長・発展を遂げていくためには、イノベーションにつ

ながる科学技術の振興を強力に推し進めるとともに、それらを基盤とする国際競争力

を確実に培うことが不可欠であり、第４期科学技術基本計画などの実現に向けても、

大学等が創造性豊かな人材養成、独創的・先端的な学術研究の推進を図ることは極め

て重要である。また、地域貢献や産学官連携、国際協力等を通じて社会貢献を果たし

ていくことは、我が国が活力ある発展を続けていく上で欠くことができないものであ

る。

大学等は、我が国の高等教育及び学術研究の根幹を支えるものであり、将来にわた

る社会の発展の基盤の構築に寄与すべきものとして、国際的な魅力を発揮し、知の拠

点としての役割を果たしていくことが期待されている。 

その中でも、国立大学法人等は、創造性豊かな人材養成に寄与するとともに、独創

的・先端的な学術研究を推進するなど我が国の高等教育と学術研究の中核を担ってき

た。また、全国的に均衡のとれた配置により、地域の教育、文化、産業の基盤を支え、

学生の経済状況に左右されない進学機会を提供するとともに、生涯学習社会の実現や

地域社会の活性化に貢献するなど、重要な役割を果たしてきた。 

また、先般の東日本大震災では、学生や教職員、被災者や帰宅困難者に応急避難場

所等の提供を行うとともに、被災者への救命救急医療において中心的役割を果たすな

ど、大学等による多方面にわたる支援が実施され、その地域に果たす役割の重要性が

再認識された。今後も、各大学がそれぞれの特色を活かし、震災からの復興と活力あ

る日本の再生に向けた取組への参画が期待されている。 

国立大学法人等の第２期中期目標期間が始まった現在も、国立大学法人等の使命は

変わるものではなく、法人化のメリットを活かした機能の充実が一層期待されている。 

２．国立大学法人等施設の役割

国立大学法人等の施設は、このような国立大学法人等の使命を果たすための基盤を

成すものであり、我が国の未来を担い「知」の創造・継承・発展に貢献できる人材を

育む場、イノベーションの創出へと導く独創的・先端的な学術研究を推進する場とし

て、知的創造活動や知的資産を継承し活性化させるための適切な環境を整える必要が

ある。 

国立大学法人等のキャンパスは、多様な人々が集い、交流を育む場でもあることか

ら、人間性、文化性に配慮したゆとりと潤いのあるキャンパス環境の形成は欠かせな

いものである。また、災害発生時においては、学生や教職員だけでなく、地域住民や

患者の生命を守る場となるものであり、必要な機能を適切に確保する必要がある。 

このように、国立大学法人等の施設は、高度化・多様化している教育研究活動の展
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開を図っていく上で極めて重要な役割を担っているだけでなく、産学官連携や研究交

流の促進、国際化の推進、生涯学習社会の実現、社会貢献等を果たしていく上での礎

である。また、社会の中核を担う高度な人材の養成や、国内外の優れた学生・研究者

を惹きつけるためにも、今後更に魅力ある教育研究環境を構築していくことが必要で

ある。 

これらの役割にふさわしい、十分な機能を持った、質の高い、安全な教育研究環境

の確保とその一層の高度化に向けて、安定的、継続的な施設の整備充実を図っていく

ことは、我が国の成長・発展に不可欠なものである。
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